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千葉市新庁舎整備ＰＦＩ等導入可能性調査業務委託 仕様書 

  

第１ 総則 

１ 委託の目的 

平成２９年１０月末を目途に進めている新庁舎整備基本設計をもとに、新庁舎整備

に最適な事業手法を検討するため、千葉市新庁舎整備ＰＦＩ等導入可能性調査を実施

する。 

 

２ 業務名称及び履行期間 

（１）業務名称 

    千葉市新庁舎整備ＰＦＩ等導入可能性調査業務委託（以下、「本委託」という。） 

（２）履行期間 

 契約締結日から平成３０年３月３１日までとする。 

 

３ 業務の対象事業等 

（１）事業名称 

千葉市新庁舎整備事業（以下、「本事業」という。） 

（２）事業内容 

現本庁舎敷地において、現本庁舎の一部を解体撤去した上で新庁舎を建設し、現

本庁舎、中央コミュニティセンター、ポートサイドタワーから本庁機能を移転した

後に現本庁舎の解体撤去を行い、駐車場を含む外構整備を行うことを想定し、平成

２９年１０月末を目途に基本設計を進めている。 

（３）建設場所 

千葉市中央区千葉港１番１号 

（４）規模 

敷地面積 約４０，０００㎡（うち本庁舎敷地に必要な面積は約２０，０００㎡） 

延床面積 約４９，０００㎡ 

（５）概算事業費 

約２９８億円 

※ 概算事業費は、千葉市新庁舎整備基本計画による試算であり、調査・設計費、建

設工事費、外構工事費、土木デッキ工事費、解体工事費のほか、移転関連費、消費

税を含む。なお、事業費は基本設計業務内で精査する。 

 

第２ 委託業務内容 

１ ＰＦＩ等導入可能性調査 

新庁舎整備事業の事業内容を踏まえ、主として以下の項目について調査・検討を行
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い、その結果を発注者へ報告する。 

（１）前提条件の整理 

千葉市がこれまでに実施した業務から得た情報を整理するとともに、民間資金を

活用する場合に必要となる金利で、各種費用や調達金利などを検討し、シミュレー

ションの前提条件として整理する。 

（２）発注方式の整理 

実施設計、施工、移転、維持管理等の発注方式（分離・分割発注、一括発注等）

を整理する。 

（３）資金調達の検討 

上記（２）の発注方式ごとの事業資金の調達手法について整理するとともに、最

適な資金調達の手法の検討を行う。 

（４）市場調査 

次のア・イについて、本事業に対する民間の参加意向等の市場調査を行い、その

結果を取りまとめ、新庁舎整備における民間活用の可能性を明らかにする。 

ア 建物内民間活用の可能性調査（民間ヒアリング等）を実施する。 

イ 将来活用検討地（２ha）等の活用可能性調査（民間ヒアリング等）を実施する。 

また、建設市場の価格動向を明らかにし、ＰＦＩ手法等における民間事業者の意

向を調査する。 

（５）比較検討モデルの設定 

発注方式と資金調達の観点から、新庁舎整備事業の事業手法として採用可能なモ

デルを設定する。 

また、他自治体等の庁舎整備の事例について、その内容・効果等を整理したうえ

で、採用した検討モデルの妥当性を検証する。 

（６）リスク分担の検討 

次のア～ウの検討結果を踏まえ、リスク負担者の管理能力等を評価したうえで、

リスク分担を整理・検討する。 

ア 本事業に係るリスクを抽出する。 

イ 具体的な事象の想定や程度などを分析・整理し、リスクの対応策を検討する。 

ウ 上記の比較検討モデルごとにリスク分担を整理・検討する。 

（７）ＰＳＣの算定 

従来方式で実施した場合のライフサイクルコストを算出し、ＰＳＣとして算定する。 

（８）ＶＦＭの検討 

（５）の比較検討モデルごとにＬＣＣを算出し、ＰＳＣとの比較から、最もＶＦ

Ｍを見込める事業手法（発注方式）を明らかにする。 

（９）総合評価 

（１）～（８）の検討を踏まえ、本市の新庁舎整備の事業手法について、定量的
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評価に加え、定性的な評価についても加味して、総合評価を行い最適な事業手法を

提案する。 

（10）課題等の整理 

本事業の最適な事業手法の提案について、その事業手法の目的及び課題を整理す

るとともに、（９）で提案された事業手法で本事業を進めていく際の事業者選定スケ

ジュールを作成する。 

また、事業者選定の際に必要となるコンサルタント業務の委託仕様書等の素案を

作成する。 

※ なお、本委託の比較検討等で必要となる以下の①～⑥の技術的な業務について、平成

２８年度から実施している基本設計及びアドバイザリー業務の成果（基本設計検討資料

等）を使用することを想定している。 

ただし、これらの検討資料等に加えて技術的な検討が必要となる場合には、あらかじ

めその費用を見込んでおくこと。 

 
業務項目 基本設計 アドバイザリー 

① 基本設計検討資料の提供（図面等） ○  

② 従来方式の事業費の検討 ○ ○ 

③ 
従来方式の LCCの検討・把握 

（維持管理費、修繕計画を含む） 
○  

④ ＰＦＩ・ＤＢなど、事業手法ごとの建設費  ○ 

⑤ 事業スケジュールの検討（従来方式） ○ ○ 

⑥ 事業スケジュールの検討（PFI・DB など）  ○ 

 

２ 中間報告 

受注者は、第２ １（１）～（９）について整理・検討を行ったうえで、平成２９

年８月末を目途に発注者に対して中間報告書を提出する。 

なお、報告書の体裁や数量、詳細な報告時期等については、別途発注者の指示によ

ることとする。 

また、発注者は、中間報告の内容をもとに、事業手法及び事業の進め方等に関する

内部協議を行う。当該協議の結果に応じて、中間報告書の再検討を行う。 

 

３ 最終報告 

受注者は、平成２９年１２月末を目途に発注者に対して最終報告書を提出する。 

なお、報告書の体裁や数量、詳細な報告時期等については、別途発注者の指示によ

ることとする。 
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４ 打合せ記録等の作成 

本業務を実施するうえで必要となる打合せを、概ね２週間に１回程度（発注者・受

注者協議のうえで必要に応じて調整）実施する。 

また、その打合せ内容については、受注者にて記録し、打合せ終了後可能な限り速

やかに発注者へ提出する。 

 

５ 資料の貸与 

発注者は、本業務を実施するうえで必要な関係資料等を可能な限り受注者へ貸与する。 

なお、受注者は関係資料等を借用する際には、「借用書（書式等については別途指示）」

を発注者へ提出しなければならない。 

また、借用の必要がなくなったときは、速やかに発注者へ返却するものとする。 

 

６ 議会説明等の支援 

平成３０年１月～３月末の業務について、発注者は事業方針等を市民・議会等に公

表及び説明する予定になっているため、その際には発注者の諸業務の支援を行う。 

 

第３ 成果物及び提出部数 

成果物等については以下を基本とする。なお、ここに定めがないものについては、

発注者の指示によるものとする。 

１ 成果物の提出先 

千葉市財政局資産経営部管財課庁舎整備室 

 

２ 本業務の提出成果物 

（１）打合せ記録                            各１部 

（２）中間報告書                            ２０部 

（３）ＰＦＩ等導入可能性調査報告書 ※簡易製本を行う          ２０部 

（４）ＰＦＩ等導入可能性調査報告書（概要版） ※（４）を要約したもの  ２０部 

（５）（１）～（４）の電子データ                      １式 

（６）その他必要なもの                          １式 

 

３ 成果物の規格 

原則として、成果物はＡ４版、縦型、横書きとし、製本や綴じ込みが必要なものに

ついては、左綴じとする。 

成果物の構成や項目、Ａ３版資料がある場合の取り扱い等については、協議により

詳細を決定する。また、綴りは適宜分冊し、背表紙及びインデックスを用いて判りや

すくまとめること。 
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文字の大きさは１１ポイント程度とする。ただし、図面内に表記されている画像処

理された文字は、読み取れれば可とする。 

紙データとしてフラットファイルに納めた全てのデータは、ＣＤ－ＲもしくはＤＶ

Ｄ－Ｒに納めて納品すること。納品するＣＤ－Ｒ、ＤＶＤ－Ｒには、タイトルを記載

するとともに、内部のデータについても製本版と同じタイトルを付したフォルダやフ

ァイル名を作成し、焼き付けること。 

電子データは、製本版と同じ体裁で作成したＰＤＦ版とともに、以下の形式により

格納すること。 

（１）文書：Microsoft Word 形式または Microsoft Excel 形式 

（２）表、グラフ：Microsoft Excel 形式または Microsoft PowerPoint 形式 

（３）写真データ等：Jpeg 形式 

 

４ 著作権 

本委託の成果物の著作権及び所有権は、すべて発注者に帰属するものとする。 

 

第４ 委託料の支払い 

１ 完了後一括払いとする。 

２ 受注者は、業務を完了したときは、完了報告書等を提出し、発注者が行う業務の検

査を受けるものとする。 

３ 受注者は発注者の検査に合格したときは、委託料の請求をすることができる。 

 

第５ その他 

１ 受注者は、「千葉市新庁舎整備基本構想」、「千葉市新庁舎整備基本計画」及び「千葉

市新庁舎整備基本設計方針」を踏まえ、発注者の要求事項の整理、全体工程、その他

の基本的制約条件を整理し、把握すること。 

２ 受注者は、発注者の方針や業務の目的を十分に理解し、関連する各分野における専

門性の高い技術力を有する者を随時、適切に配置し、最高の技量を発揮するよう努め

ること。 

また、平成２８年度から実施している基本設計業務委託及びアドバイザリー業務委

託と連携しながら、本委託に必要となる検討を行い、期限内に業務を完了させること。 

３ 受注者は、「千葉市新庁舎整備ＰＦＩ等導入可能性調査業務委託 公募型プロポーザ

ル募集要項」における所定の条件を踏まえ、本委託の実施にあたり、千葉市新庁舎整

備事業に係る関係諸法令及び関連条例等の遵守を徹底すること。 

４ 受注者は、業務の遂行にあたり発注者の所掌する情報資産の保護について万全を期

すものとし、その機密性、完全性、可用性を維持するために必要な対策を講ずるとと

もに、本委託において知り得た情報を正当な理由なく第三者に知らせるなど、本委託
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の目的外に使用することの無いよう関係者全員に徹底させること。また、個人情報の

取り扱いについても、千葉市個人情報保護条例（平成１７年３月２２日条例第５号)及

び関係法令等を遵守し、適切に保護すること。 

５ 受注者は、本委託の実施に関し、疑義が生じた場合には、速やかに発注者と協議を

行い、また、発注者の方針や意向を踏まえ、必要な業務であると発注者が考えるもの

に関しては、本委託に含まれるものとして遅滞なく遂行すること。 

６ 業務の実施に関し、疑義が生じた場合には、速やかに発注者と協議を行うこと。 

７ 仕様書に記載されていない事項であっても、本委託の性質上必要と思われるものは、

受注者の責任において調査・検討を行い、完備しなければならない。 


